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会社法 429 条 1 項（平成 17 年改正前商法 266 条ノ 3 第 1 項）および取締役











－150 （     ）－
める必要性を，うまく説明できないからである 2。そのため，近時の有力な見解
のなかには，同規定や多数意見の立場の見直しを主張するものもみられる 3。

















429 条 1 項に引き継がれた昭和 25 年改正商法の規定（商法 266 条ノ 3第 1 項）
がどのような経緯・議論を経て設けられたのかを確認する（3）。これによって，
同規定の抱える理論的な問題が考慮されなかった状況を明らかにする。その上











2　なぜ明治 32 年商法 177 条 1項（取締役の対第三者責任規定）が必
要とされたのか
（1）　明治 32 年商法 177 条 1項とその制定経緯
取締役の対第三者責任規定は，明治 32 年商法制定時に初めて設けられた 4。
その規定は，次のとおりである。




明治 32 年商法 177 条 1 項は，取締役が法令または定款に違反した場合に限
り，第三者に対して損害賠償責任を負うとしていた。同条が設けられた理由に















































－153 （     ）－
され（同条 1項には取締役の会社に対する損害賠償責任が再び設けられた）10，
それに伴って，取締役の責任が連帯責任とされた 11。その後，取締役の対第三


























































































































































昭和 25 年の商法改正において，現在の会社法 429 条 1 項に引き継がれてい
る条文が商法266条ノ3第1項に設けられた30。その規定は，次のとおりである。













－159 （     ）－
ある事業会社の取締役の経営判断にも幅広く適用されるようになった。ただし，
このように改正された理由は，次にみるように十分に説明されていない。




























－160 （     ）－
数意見 36 にも反映されている。
（b）　発起人の対第三者責任規定の参照と直接損害事例における問題　
さらに，鈴木竹雄は，この商法 266 条ノ 3第 1項について「新法の立言は発
起人の責任に関する規定に倣った」と述べる 37。ここで挙げられている発起人
の責任というのは，明治 44 年の商法改正の際に設けられた規定である（明治
44 年商法 142 条ノ 2，昭和 13 年商法 193 条）38。昭和 13 年商法 193 条は，1項
で発起人の会社の設立に関する任務懈怠責任について規定し，2項で悪意また
は重大な過失があった場合に第三者に対しても損害賠償責任を負うことを規定
していた。商法 266 条ノ 3第 1項における「職務ヲ行フニ付」が「任務懈怠に
ついて」という意味で理解されているのは，この発起人の責任に関する規定と
の関連で解釈されているのではないかという指摘もある 39。
ただ，商法 193 条 2 項の発起人の対第三者責任規定を参照したのであれば，
商法 266 条ノ 3第 1項を直接損害事例で適用する際に，会社に対する任務懈怠
の内容を説明できないという問題に気づけたはずである。なぜなら，この問題
は，発起人の対第三者責任規定の解釈において既に指摘されていたからである。






















したがって，このような指摘を踏まえると，商法 266 条ノ 3第 1項において
も直接損害事例で同様の問題が生じることは十分に予見できたはずである。も















































































































－165 （     ）－
4　なぜ多数意見のような見解がだされたのか
（1）　裁判例の特徴
判例データベース（LEX/DBインターネット）で商法 266 条ノ 3 を条件に
検索すると，昭和 44 年判決までに合計 47 件の事案が抽出される 59。これらの
事案には，本稿の分析との関係で 4つの特徴が挙げられる。





第 2に，事実関係が不明確な 2件を除いた 45 件の事案のうち，直接損害事






















































































































































－171 （     ）－
田二郎裁判官とそれに同調する田中二郎裁判官も，業務を執行して第三者に損





































〔付記〕　本稿は JSPS科研費 20K13364 による研究成果の一部である。
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